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書評
A.P. ジャクイミン， H.W.ド・ジョング著
『ヨーロッパの産業組織』
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「『産業組織』という表題のもとに入るすべての事柄をカバーするハンドプックを提示
することは，我々の意図ではない。……我々の目的は，今日のヨーロッパ産業にかんする
考察の主要な柱になると思われるものについて， 一つの総合を行うことである。」 「我々
は，ヨーロッパ的アプローチの諸特徴とともに，また，それがどのような点で北アメリカ
の道具立てと対照的であり，かつ，それと類似的であるか，ということを明らかにしよう
とした。」
本書 (Europe叩 IndustrialOrganisation, 1977, The Macmillan Press Ltd.) 
は，その表題および上記の序文の文言からも知りうるように，ヨーロッパの産業組織のも
つ特有の問題を明らかにし，それを分析すること，あるいは，別の表現をとれば，いわば
ヨーロッパ型産業組織なるものの特質を検出することを課題としている。もっとも，本書
は『経済統合の諸問題」というシリーズのなかの1冊として刊行されており， 「ヨー ロッ
パ」という言葉は，ここでは，たんに西欧資本主義諸国の経済圏に限定して用いられると
いうだけでなく，基本的には，それらの諸国の統合体としてのECを単一の経済単位とし
て把える視点にもとづいている。そのかぎりでは本書は各国レベルでみた西欧諸国の産業
組織の特質（それらに共通した性質）を明らかにする，といった意味での「ヨーロッパ的
産業組織」論を直接には意図していないが，なおかつ，それはECレベルの議論にとどま
らず，・近年各国で精力的にすすめられてきた各国レベルでの産業組織の実態分析の諸成果
をも紹介・整理・検討しており，二次的には（あるいは， EC的産業組織論を展開するた
めの前提として），この課題にもアプローチしているといってよい。
周知のように，いわゆる産業組織論は，もともと，アメリカの産業組織の実態分析と価
格理論の成果を援用したそれの体系化とに，その成立の源をもつ。そのもとで，ヨーロッ
パの産業組織にかんする諸研究は，わが国におけると同様多くの場合，そのようにして成
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立した産業組織論の導入とそれにもとづく実証分析という形をとっていた。しかし， ョー
ロッパの産業組織の歴史的・地理的背景の特異性とともに，産業組織のあり方についての
伝統的考え方の相違といったものがヨーロッパの産業組織の分析のなかに色濃、く浸透して
いたことも否めない事実であり，そのことが，産業組織論の諸構成部分のみならず，その
フレームワークについても， しばしば疑問を提起させる原因となってきた。また，このよ
うな事情は，競争政策のあり方や，それと他の産業政策との関連性にかんする議論にも反
映してきた。そのことからすれば，ヨーロッパの産業組織の特質を検討する本書は， 「北
アメリカ市場の構造と機能から生じた論点と証明」にもとづく産業組織論に対し，その一
般理論としての再吟味をも行おうとするものと考えてよい。
なお，筆者のジャクイミン (A.P. Jacquemin)とド・ジョング (H.W. de Jong)は
それぞれ，ベルギーのルーベン大学とオランダのアムステルダム大学の教授であり， EC
の産業組織にかんする多数の論文の他に，各種の研究会議等での活躍（例えば， 1975年と
1976年にニエンロードとブリュッセルで開かれた会鏃については，その際の報告にもとづ
く論文集を両氏の編集で，ともに MartinusNijhoff Social Sciences Divisionから出
版している。 Markets,Corporate Behavior, and the State, 1976. Welfare Aspects 
of Industrial Markets, 1977)によっても知られている。本書は両氏のそのような個別
および共同の仕事の積み重ねのなかで生まれた。
Il 
本書の構成は，一応，伝統的な産業組織論の構成に従っている。筆者たちは，まず第1
章において，ヨーロッパ的なフレーム・ワークについて，いわゆる構造・行動..成果パラ
ダイムの適用の仕方，産業I組織分析の前提としてのヨーロッパ経済の一般的諸指標，およ
ぴその制度的背景を検討する。そのうえでの本論の展開は，大別，①諸市場構造の組み合
わせとそれらの時間的な展開（第2-4章），②構造と成果の間の関連性（第5章），⑧企
業の目標とビヘイビア，④反トラスト政策と産業政策の4つの部分から成る。以下，それ
らにおける主要論点を紹介し，若干の検討を加えておこう。
本書の論述でまず問題となるのは前述のように，それがもともと EC論の一環とし著わ
されたということもあって，市場・産業の地理上の区分を一国レベルにおいてではなく，
ECレベルにおいて行おうとしていることである。しかし，筆者たちはこの 2つのレベル
での取扱いの選択基準をとくに明示しているわけではない。アメリカ的な議論のなかでは
全国市場と地域市場という形で取扱われてきた地理的市場の問題が， ヨーロッパ的な議論
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においては，さらに，いわば多国籍市場といったものをも包含せざるをえないということ
は否定すべくもない。だが，そのことはたんに， ECを単一の経済単位として扱う議論に
よっては説明されないであろう。
このような地理的市場の取扱いにかんする問題は，産業集中の測定に際してその直接的
な反映をみることになるが，この点での筆者たちの問題の処理はきわめて慎重である。彼
らは，ヨーロッパ的コンテクストにおいて有効な集中指標を見出すことが困難な第1の理
由として，地理的市場の問題を取り上げ， 「若干の部門では諸全国市場の統合がなされて
いるが，他の部門ではそうではない」と述べ，次の指摘を行っている。つまり， 「多くの
産業では関税障壁が，メンバー諸国の設ける非関税障壁（商品規格，安全基準，助成，諸
手続き等）に置きかえられてきた。そのうえ，企業自身も製品差別化により，あるいはカ
ルテル協定や協調行為といった人為的措置により，国民的障壁を創出してきた」と。この
視点からなされる集中度にかんする分析は， ECレベルと一国レペルの両面からのものと
なり，また，その両者の関連を問うものとなる他ない。
ところで，産業集中の分析はまた，プラント・レベルと企業レベルの両面からなされう
る。このうちプラント・レベルでの集中度は規模の技術的経済性をより強く反映する傾き
があると考えられる。筆者たちがプラトン (C.F. Pratton)等の諸研究に依拠し， 最適
規模のプラントがEC市場の産出高に占める割合を推定したところによれば，それは洗濯
機の10.0~11. 0彩，冷蔵庫の9.0~10.0%がやや高いものの，ビールのO.l~0.15彩をはじ
め総じて低い数値となる。ところが，これを各国の国内消費と両立しうる最小最適規模プ
ラントの数としてみると，冷蔵庫ではスウェーデンの0.5,イギリスの1.2, シガレットで
スウェーデンの0.3, フランスの1.6であり，高位集中のもとでなければ技術的効率性が充
足されないことになる。ここでは，一国レベルでみた場合に生ずる「生産効率と競争的構
造との矛盾」が経済統合による地理的市場の拡大の程度に応じて緩和される．という関係
が示されているといえよう。なお，筆者たちは，このことに関連して，ベネルックス諸国
では一般的に従業員20人未満の小規模プラントの数が相対的に少なく， 200人以上の大規
模プラントが多いのに対し，仏・伊両国ではこれと逆の関係がみられることに注目してい
る。小国におけるプラント規模が相対的に大きいというこのパラドックスは，それらの国
での生産が輸出向けを主としていること，つまり EC市場を対象としていることによって
説明される。
他方，企業レベルではどうか。この点ではまず,ECレベルと各国レベルの両面での集
中化現象（諸産業での企業数の減少と指導的企業の市場シェアの増大）が指摘されるが．
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そこでとくに著者たちが注目しているのは，この集中現象の背後には，経済統合に触発さ
れた競争圧力の激化とそれに対応した企業の市場戦略があるということである。それとと
もに，本書は，企業レベルの高集中がヨーロッパ諸国においては「ゆるやかな持株会社構
造によって結びついた複数フ゜ラント操業の意図的選択」＇によって実現していることをも指
摘している。
市場構造を構成する諸要素については，本書では以上の産業集中の他に，企業規模と多
角化の程度．、参入障壁，製品差別化，需要の価格弾力性，市場の成長率といった諸要素が
とりあげられているが，もともと相互依存的なそれらの諸要素の「構造的バランス・シー
ト」は記述困難であるとされる。したがって，本書においても，類書と同様構造分析はあ
くまでも上記の各要素にかんする個別的分析に限定されている。そのなかでとくに注目さ
れるのは，企業規模ないしはコングロマリット的大規模性 (conglomeratebigness) を
取扱った第3章であろう。産業組織論のオーソドックスな展開法からすれば集中問題はも
っぱら寡占市場における企業の少数性 (fewness)の問題をめぐって議論され，大規模性
(bigness)は本筋からはずれた問題として扱うのが通常のあり方である。しかし筆者た
ちはここでは，アメリカ系とくらぺた場合のヨーロッパ系企業の相対的小規模性，経済統
合以後のヨーロッパ (ECレベルおよび各国レベルでの）での一般集中の急上昇，および
ヨーロッパ系企業の地理的多角化（多国籍化）の進展という事実を前にして，その含意を
明らかにしようとしている。また，製品差別化と参入障壁については，国内産業保護のた
めの各種の制度的障壁とともに，規模の経済性と技術的不連続性に及ぽす地理的市場拡大
の効果といった主に国際的側面からの考察がなされている。
?
本書は，このような市場構造の分析につづいて，市場構造と市場成果の関連性について
の諸研究の検討を行う。筆者たちは市場成果の4つの側面として収益性，賃金，価格およ
びR&D活動をとりあげ， それらを被説明変数とし， 市場構造の諸側面（集中， 参入条
件，製品差別化など）を説明変数とする相関分析の諸結果を検討する。しかし，筆者たち
の得た結論は確定的なものではないが，どちらかといえば， 「構造的諸変数，とりわけ集
中の説明力は，きわめて限定的である」といった否定的なものになっている。そして，こ
の結論は，構造一行動一成果パラダイムについての「ヨーロッパ的接近」の必要性をせま
ることになる。つまり，アメリカの研究者の多数派は構造基準をとっているが，その場合
には，企業が類似の目標をもち，かつ経済環境に受動的に適応するということが想定され
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ることにより，行動の役割は最小化される。このような構造基準の立場は C=C(S)and 
therefore P=尺C(S),SJ=l/i(S) という形で定式化される。これに対し，筆者らはヨ
ーロッパの研究者の多くが，「行動こそ S-C-Pのシェーマの決定的要素である」とい
ds う見解をとっていることを指摘し，．これを P=f(S, C) and -=f(C, S) という形dt 
で定式化する。この定式化は，企業の採用する目標と行動が成果に影響を及ぼすこと，さ
らには，一定期間の市場構造の展開が現在の市場構造とともに，企業の行動によっても決
定されることを表現している。通常の産業組織分析では構造一成果の関連性の分析に先行
するはずの市場行動にかんする分析が本書では後章にゆずられているのも，このような実
証結果についての評価とそれにもとづく S-C-Pパラダイムについての筆者たち特有の
考えとに起因するものであろう。
かくして，本書では第6章「企業の目的と戦略ー一静態的および動態的局面」がその構
成上からみても，特別の意味をもっている。この章での論点は基本的には，会社支配の形
態と企業の行動目的との関係，および企業の計画化が市場構造に及ぼす影響という 2つの
点につきるように思われる。
まず会社支配の形態の問題からみてみよう。いわゆる経営者革命論は，株式所有の分散
化，およびそれにともなう支配と所有との分離という議論をその前提にしている。ところ
が，本書で紹介されているイギリス，西ドイツ，フランス，ベルギーにかんする諸データ
によれば，国により幾分の差異はあるものの，経営者支配型の企業が決して主流の位置に
あるわけではない。ヨーロッパ企業においては依然として所有者支配の形態が根強く残存
しており，これに加えて持株会社支配，金融機関支配，さらには外国会社の支配，国家の
支配，そしてバーリ・ミーンズ流の経営者支配といった各種のタイプの支配形態が並存し
ている。かくして筆者たちは，「この段階での一般化は危険であるけれども」という留保条.... 
件をつけながらも，「US的な経営者資本主義の考え方はヨーローパの経験に合わない。そ
・・・・・。 ・
れよりも金融資本主義，およびそれに加えて，とくにフランスとベルギーについては家族
の影響について語る方が適切である」との感想を述べている。
では，会社支配にかんするこの現状は， ヨーロッパ企業の行動目的とどのようにかかわ
っているのか。筆者たちはマリス，ウィリアムソン，ボーモルの企業行動モデルを念頭に
おいた諸実証研究を検討している。それによると， ヨーロッパの企業システムが経営者的
であるよりもむしろ金融的ないしは家族的な性格をもっているにもかかわらず，安全性，
金融的自主性あるいは規模といった利潤極大化以外の行動目標が企業戦略に影響を及ぽし
ているということである。非利潤極大化行動が少しも経営者支配型の企業に固有のもので
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はないという彼らのこの結論は当然，現代ヨーロッパ企業における行動目標の変化を何に
よって， どのように説明するのか，という新たな問題を提起するであろう。 ． 
この点については，筆者たちは「動態的経営モデルが利潤極大化に導きうる」ことにそ
の間接的な答えを求めているように思われる。彼らは，割引売上高極大化を想定したボー
モルのモデルとそれに触発された経営モデルの動態化の試みとを紹介しているが，さらに
彼らが積極的に主張しているのは， 「企業とその環境との一定期間にわたる相互作用」を
考慮することの必要性である。筆者たちは，会社計画化の刺激をヨーロッパに与えたのは
アメリカの経験であるとしつつも，競争に対する懐疑主義，あるいは産業と国家の間の計
画的協定への傾向といったヨーロッパ特有の歴史的・制度的条件が産業環境との相互作用
の問題の重要性をたかめている，と考える。そこでは，企業にとって市場構造は「外生変
数」ではなく，「戦略的変数」となるわけで，そのもとでの均衡状態とは，「最高水準の利
澗が得られるような水準の集中，製品差別化および参入障壁を結びつける状態」である。
そして，この状態を筆者たちは，企業の「構造的極限」とよぶ。彼らは，前出の動態モデ
ルのこの方向での拡充を意図した諸研究を自己のものをふくみ検討しているが，それはシ
ンプルなモデルであっても数学的に複雑にならざるをえず，しかもかつ，経済学的な意味
の限定性は免れえないことになる。筆者たちによれば，制度的歴史的研究やケース・スタ
ディがこの分野で本来的なものであるのはこの理由による。
なお，本書では， 「ヨーロッパ諸国において主要な政治問題となっている理論的フレー
ムワーク拡大の 1側面」として，意思決定と所得配分における労働者参加の問題をもとり
あげ，その産業組織論上のインプリケーションを吟味している。そこでは彼らは，労働者
経営企業の行動目的を「労働者1人当たり所得の極大化」におき，それにもとづく企業の
行動モデルと利潤極大化を志向する資本家的企業の場合とを比較検討し， 「他の条件を一
定とすれば，労働者経営経済では，より多くの企業，したがってまたより競争的な市場構
造が存在するであろう」との結論を尊出している。もっとも，この結論は，行動目的につ
いての想定の単純さという点に限っても，あくまでも暫定的である， ということは彼ら自
身も指摘しているところである。
N 
つぎに産業組織にかかわる公共政策の問題に移ろう。この点については，筆者たちはま
ず，共同体における競争政策の目標と手段について論じている。そこでの第1の論点は，
ECの反トラスト政策もまた競争を経済活動にとっての基本的な刺激剤であるとの観点に
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立っているとはいえ，アメリカ型の政策においては競争がいわば経済・文化・政治的なウ
ェイ・オプ・ライフとして，それ自体が目的とされるのに対し， ECの政策にとっては競
争そのものが目的となるのではなく，共同体の基本的目的を達成するための1手段にすぎ
ない，ということにある。そして，そのことは第2に， ECの反トラスト政築が「一般的
利益基準」にもとづく弊害規制主義にたつことを説明する。「よいカルテルと悪いカルテル
の区別」は，原則禁止主義にたつアメリカの場合と対比したヨーロッパ諸国の規制のあり
方を表現する言葉としてしばしば用いられてきたが，カルテルにかわり市場における企業
の「支配的地位」が問題とされる場合にも，その「地位」そのものではなく，それの「濫
用」が規制対象となる。この 2つの論点は，いわば「競争が最適の経済成果に導くかどう
かについての懐疑主義」に根ざしたヨーロッパの反トラスト政策の当否を問うものであ
る。だが，筆者たちは必しもこれに二者択ー的な解答を与えているわけではなく， あくま
でも折衷論の城にとどまっている，と評者には感じられる。
ところで， ヨーロッパ的コンテクストのもとでは「競争過程の不確実性」を回避しよう
とする企業の協調行動に対しては，上記の反トラスト政策の他に， 「産業と国家の間の何
らかの形態の計画的協定」にその克服の方途を求める政策もまた，考察の対象として重要
な位置をしめる。筆者たちは，産業政策もしくは構造政策の名のもとに行われるこの政策
を，反トラスト政策の補完物として位置づけ，おもにECレベルでのそのあり方について
検討を行っている。それによると，その第1の側面は，産業政策が情報の拡散，生産要素
の可動性に対する障害の除去，人為的制度的障壁の除去，小企業の再編による有効競争の
達成に資する限りでは，それが競争にとって望ましい条件を醸成することが期待される，
ということである。これに対し，第2の側面は「競争的市場の失敗」ともいうべきケース
であり，そこでは(1)「独占下でのより大きな効率と競争下でのより低い効率」というジレ
ンマに対応した価格決定， 投資， 雇用等にかんする規制， (2購造的衰退産業に対する対
策， (3臨企業の負担能力をこえるコストのかかる技術革新にかんする政策，といった点が
問題となる。そして，この側面からは， 「競争と競争政策は，受容可能な期間に耐えがた
い社会的緊張なしに一定の望ましい諸目標を実現するうえでのその能力に応じて，採用さ
れたり，棄却されたりする諸手段のうちの 1つにすぎない」ということになる。筆者たち
は，あくまでも「厳密で強力な競争政策」の採用を期しつつも，それに限界を付すヨーロ
ッパの産業社会の現実をも強く意識せざるをえないようである。つまるところ，彼らは，
「民主的意志決定をともなう継続的論議」に今後を託すにとどめている。
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V 
以上のように本書は， ECの競争政策の評価を意図しつつ，膨大な文献を整理・検討す
るなかでECおよび西欧諸国の産業組織と産業組織政策の特質を明らかにしようとしてい
る。そして，そのなかで筆者たちは，例えば構造一行動一成果パラダイムの再検討といっ
た点に端的に示されるように，従来のアメリカ的産業組織論のフレームワークをも姐上に
のせ，大胆な問題提起を行っている。とはいえ，それらの提起された問題に対し必ずしも
明確な解答が与えられているわけではないことは，上記の不十分な紹介と折にふれてそれ
に付した簡単なコメントからも， うかがい知りえよう。
なお，本書では4つの章についてアペンディクスが付され，集中の決定要因としての外
部効果の内部化，集中度と独占度の関連，エントロヒ゜ー的集中測定法の分解，多角化企業
の利澗偏差の極小化，一部門で支配的地位を有する企業の他部門への助成による独占的槙
幹の説明，競争的広告支出の相殺効果，多重回帰分析の難点といった諸問題についての数
学的説明が行われているが，それらは各問題についての筆者たち自身の理論的貢献を示す
ものである。
(1979年5月28日脱稿）
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